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1.はじめに 

 

今回リリースいたしました介五郎（介護保険版）「Ver.10.0.0」は、令和 3 年 4 月度の制度改正への

暫定対応版となります。暫定版のため、いくつかの機能制限を行っております。機能制限の詳細はこの

あとに「改正対応時の特別注意」としてまとめておりますので、必ずご一読ください。 

4 月中にもう一度バージョンアップを行って確定版をリリースする予定です。その際には制限を解除

する予定となっておりますので、なにとぞご了承ください。 

 

令和 3 年度改正に対応するにあたり、下記関連表に記載したシステム変更を行っております。ご利用

環境に関係する項目（●の付いている箇所）をお読みください。 

（※）特にケアマネジャー様におかれましては、訪問介護など各サービスの変更内容も対象になります。 

 

 変更内容と関連システム  居宅 訪介 通所 貸与 訪看 小多機 居療 

2 サービス共通 

2-1 サービス内容入力の日付指定方法の改善 P.11 ● ● ● ● ● ● ● 

2-2 明細集計画面の改善 P.19 ● ● ● ● ● ● ● 

2-3 新型コロナ感染症対応の特例加算 P.23 ● ● ●  ● ● ● 

2-4 サービス提供体制加算の入力時の注意 P.25 ● ※1 ●  ● ●  

2-5 総合事業マスタの更新 P.33 ● ● ●     

2-6 令和 3 年度の地域区分への対応 P.40 ● ● ●  ● ● ● 

2-7 特別地域加算・中山間地域加算の対象拡大 P.43 ● ※2 ※2   ●  

2-8 原爆助成公費の対象サービス拡大 P.46 ●       

3 訪問介護の変更 

3-1 ［総合事業］同一建物減算の入力方法変更 P.47 ● ●      

3-2 特定事業所加算Ⅴの追加 P.50 ● ●      

4 通所介護の変更 

4-1 メインメニューの構成変更 P.53   ●     

4-2 基本報酬の給付管理時の単位数見直し P.55 ●  ●     

4-3 加算連動入力の見直し P.59 ●  ●     

4-4 サービス提供体制加算の取扱の変更 P.66 ●  ●     

4-5 サービス延長加算の取扱の変更 P.71 ●  ●     

4-6 感染症等対応加算の追加 P.77 ●  ●     

4-7 生活行為向上リハ実施加算の見直し P.82 ●  ※3     

4-8 サービス提供記録簿の加算項目変更 P.87   ●     

5 小規模多機能居宅介護の変更 

5-6 同一建物の給付管理時の単位数見直し P.90 ●     ●  

6 その他の変更 P.94 ● ● ● ● ● ● ● 

※1＝訪問入浴、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護のみ 

※2＝夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護のみ 

※3＝通所リハビリテーションのみ 
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法改正をまたぐときは、その時だけの特別な注意事項が生じます。ご使用いただく前に、必ず以下の

諸注意をお読みください。 

【注意１】一括複写機能を制限します【福祉用具貸与を除く】 

福祉用具貸与システムを除いて、法改正をまたぐ「一括複写」機能を制限しています。チェック漏

れ等を防ぐために 4 月の予定は複写を使わず新規で作成することをおすすめしますが、複写を行う必

要がある場合は、システム設定を個別複写（P.7『特別注意の補足』参照）に変更し、1 利用者ずつ複

写をおこなってください。 
 

【3 月以前の予定を 4 月に一括複写しようとしたときの警告エラー】 

 

 

 

【注意 2】サービス提供体制加算の複写制限 

 3 月以前の予定を 4 月に個別複写しても、サービス提供体制加算は 4 月の予定に複写できません。

下記警告メッセージが表示されたときはサービス提供体制加算を複写できなかったことを示してい

ます。この場合は 4 月の予定入力でサービス提供体制加算を入力しなおしてください。（4 月から 5

月への複写は可能です） 

 

（詳細は『2-4.サービス提供体制加算入力時の注意』参照） 
 

【注意 3】基本サービスと連動する加算を複写したときの注意 

基本サービスと連動させて入力した加算を複写した場合、基本サービスと加算の連動は解除されま

す。再び連動させたい場合、加算の再入力と連動が解除された行の行削除が必要になります。 

（3 月） 

 

（4 月） 

 

【エラーが出た時の対処方法】 

①複写を使用せず新規で作成する（推奨） 

②個別複写に切り替える（方法は P.7） 

【重要】改正対応時の特別注意 
 

複写すると加算のチェックがはずれる 
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※詳細は『4-3.加算連動入力の見直し』参照してください。 

※原則 4 月への複写を行わず、新規で予定を作成することをおすすめしています。上記手順がわかり

にくい場合は、入力ミス防止の観点から新規で予定を作成してください。 

 

【注意 3】新型コロナウイルス対応にかかる特例加算について 

 今回の改正で令和 3 年 9 月 30 日までの間、新型コロナウイルス対応にかかる特例の加算（加算名

「（サービス種類）令和 3 年９月 30 日までの上乗せ分」）が追加されます。この加算は保険請求に 0.1％

の単位を上乗せする加算です。 

加算を算定していない請求書を提出した場合、電子請求受付システムが返戻扱いにしてしまいます。

基本的には介五郎が自動計算して提供票別表に記載されますが、複写を行った場合は自動計算がはたら

きません。 

4 月の利用票を作成したあとは、必ず加算の有無のチェックを行ってください。加算が抜けている場

合は単位数読込を実行してください。（『2-3.新型コロナ感染症対応に関する特例加算』参照） 

（例）提供票別表に記載された「（サービス種類）令和 3 年９月 30 日までの上乗せ分」 

 

 

【注意 4】総合事業の単位数表マスタを更新してください 

 今回の改正では総合事業のサービス種類 A2（訪問型独自）と A6（通所型独自）のサービスコー

ドが見直されています。A2・A6 はほとんどの市町村で使用されているサービス種類なので、各市

町村から随時新しい単位数表マスタが公開されていくことと予想されます。関係する市町村に新しい

単位数表マスタの公開予定を確認して、公開されている場合は介五郎に取り込んでください。 

 マスタの取込手順について動画マニュアルをご用意しています。詳細な手順は動画マニュアルおよ

び本紙『2-5.総合事業マスタの更新』をご参照ください。 

総合事業のマスタ取込手順は動画マニュアルを用意しております。 

 

【 介五郎動画マニュアル（総合事業マスタ取込手順）】 

https://www.info-tec.app/users/douga_sg / 

 

 

①加算の再入力 ②連携がはずれた行の行削除 
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介五郎のメッセージリスト内「総合事業マスタ取込動画マニュアル」からもご覧いただけます。 

 

 

【注意 5】機能制限 

そのほか、今バージョンでは以下の機能を制限しております。制限にかかった場合は下記エラーが

表示され、作業を進めることができません。 

 

（１）4 月以降の実績登録の制限（全てのサービス） 

4月以降の実績を登録できないように制限して

います。このため実績への取込もできません。 

 

改正対応確定版をリリースした際に制限を解

除します。 

 

（２）4 月以降の提供記録簿の日報作成機能の制限（訪問介護・訪問看護・通所介護） 

4月以降の提供記録簿から日報予定入力へ実績

をかえす日報作成機能を制限しております。日報

作成を実行したときは上記エラーになり中断し

ます。 
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【注意 6】地域区分を見直してください 

一部の市町村では地域区分が変更されています。関係する市町村の地域区分に変更がないか確認し、

変更されている場合は事業所台帳・保険者台帳で令和 3 年度の地域区分を設定してください。 

（事業所台帳） 

 

（保険者台帳） 

 

 

【注意 7】（福祉用具貸与のみ）上限価格表を更新してください 

制度改正の内容ではありませんが、令和 3 年 4 月付で福祉用具貸与の全国平均貸与価格及び貸与

価格の上限一覧表も更新されています。福祉用具貸与システムをご利用のユーザー様は、新しい一覧

表を介五郎に取り込んでください。 

①ユーザー専用＞福祉用具貸与平均価格・上限価

格で CSV を取得 

②福祉用具台帳＞F6 単価で CSV を取込 

  

 

【注意 8】その他のサービスコードについても見直してください 

その他、4 月の予定作成後は単位数のチェックや加算の区分など必ず見直しを行ってください。 
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－特別注意の補足－ 

【注意 1 補足】一括複写から個別複写に切り替える手順 

 

① 「データファイル(S)」－「基本設定(V)」－

「システム設定(V)」と順番にクリックし、

システム設定画面を開きます。 

  

 

② 「一括複写」欄のチェックがはずれた状態に

します。 

  

 

③ F9 登録をクリックし、登録します。 

  

 

 

④ 利用票予定入力で F3 複写をクリックする

と、個別複写画面が表示されるようになりま

す。 

複写元にしたい提供月を選択して複写開始

をクリックしてください。 
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⑤ 4 月に複写されます。この状態では単位数が

改正前のままになったり、廃止されたサービ

スコードが残ったりします。 

 

次の注意を読んで、単位数読込やサービス内

容の見直しを行ってください。 

 

 

 

 

【個別複写後の注意①：単位数が改正後の単位数になっていない場合】 

4 月に個別複写を行うと改正前のサービス名・単位数が改正前のままコピーされます。このためその

まま登録しようとしても下記エラーが出ます。この場合単位数読込を実行することで修正されます。 

個別複写後は①単位数読込の実行と②サービス名・単位数の見直しを徹底してください。 

 

【単位数が不正の場合のエラー】 

 

【単位数読込の手順】 

 

① 複写後に、利用票入力画面の単位数読込をク

リックします。 

  

 

② 確認画面が表示されます。はい(Y)をクリック

します。 

注意！ 
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③ 完了画面が表示されます。OK をクリックし

ます。 

  

 

 

④ 改正後の単位数で再計算されます。 

 

 

 

 

【個別複写後の注意②：複写後に古いサービス名が残っている場合】 

個別複写を実行すると、廃止されたサービスコードにもかかわらず改正前のサービスコードのまま残

る場合があります。この場合、登録時に下記エラーが表示されます。 

このときはサービス名の再選択を行ってください。 

【廃止されたサービスコードが残っている場合のエラー】 

 

【サービス名の再選択】 

 

① 提供票予定入力で廃止されたサービスコード

が残っている行をダブルクリックし、サービ

ス内容入力を開きます。 

  

注意！ 
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② サービス名欄の▼をクリックし、改正後の正

しいサービスコードを選択してください。 

  

 

③ 確定をクリックします。 
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2. 共通の変更 

 

2-1. サービス内容入力の日付指定方法の改善 

 利用票/提供票のサービス内容入力に、入力手順を少なくするための便利な機能を追加しました。 

 

①週指定ボタン 

日割コードを使用するときなど、今までは日割算定期間の日付を 1 日ずつ指定する必要がありまし

た。週指定ボタンを使うと 1 週間をまとめて日付指定することができます。 

②加算自動設定ボタン 

1 日あたり及び 1 回あたり算定の加算/減算を入力時、今までは本体サービスに合わせて日付指定す

る手間がありました。加算自動設定ボタンは、本体サービスの算定日に合わせて一括で日付指定する

ことが出来ます。 

③クリアボタン 

日付指定したカレンダーを一括で解除します。 

 

＜利用票／提供票－サービス内容入力＞ 

 

 

各設定項目（変更部分のみ） 

項目名 説明 

1 週 2 週 3 週 

4 週 5 週 6 週 

週のボタンをクリックすると、選択した週のカレンダーがサービス提供日として

塗りつぶされます。 
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クリア カレンダーで選択した日をすべて解除します。 

加算自動設定 

1 回につき 
1 回単位の加算/減算行作成時に使用できます。クリックすると、

本体サービスの算定日に合わせて 1 が立ちます。 

1 日につき 
1 日単位の加算/減算行作成時に使用できます。クリックすると、

本体サービスの算定日に合わせて 1 が立ちます。 

 

 

＜入力方法＞ 

 

①週指定ボタン 1 週 2 週 3 週 4 週 5 週 6 週 

例えば日割コードを使用時、今までは日割算定期間のカレンダーを 1 日 1 日、日付指定を行う必要が

ありました。新機能の週指定ボタンは週単位で日付指定を行うことができます。 

 

 

 

① 利用票/提供票のサービス内容入力画面でサ

ービス名まで入力し、該当の週のボタンをク

リックします。 

  (例)4 週と 5 週を選択 

 

 

 

 

 

  

 

② 選択した週が黄色になります。入力を終えた

ら確定をクリックします 
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③ 利用票/提供票に指定した日が反映されま

す。 

 

 

 

 

 

②加算自動設定ボタン 1 回につき 1 日につき 

1 日あたり及び 1 回あたり算定の加算/減算を入力時、今までは本体サービスに合わせて日付指定する

手間がありました。新機能の加算自動設定ボタンは、本体サービスの算定日に合わせて、一括で日付指

定することが出来ます。 

（例）本体サービス：通所介護Ⅰ43 加算：サービス提供体制加算 (1 回あたり算定) 

   ※1 日あたり算定の加算も同様の操作方法となります。 

 

 

① 利用票/提供票で本体サービスを入力しま

す。 

 

・毎週水曜 9:00-16:00 通所介護Ⅰ43 

 

  

 

② 加算行を作成します。サービス内容入力を開

き、サービス名まで入力したら 1 回につき

ボタンをクリックします。 
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③ 本体サービスの算定日・時間に合わせて、日

付指定されます。曜日単位の場合は、追加で

曜日も選択し確定をクリックします。 

 

・毎週水曜 9:00-16:00 サービス提供体制加算Ⅰ 

 

  

 

④ 利用票/提供票に指定した日が反映されま

す。 

 

・毎週水曜 9:00-16:00 通所介護Ⅰ43 

・毎週水曜 9:00-16:00 サービス提供体制加算Ⅰ 

 

 

  

曜日単位の場合は曜日も選択 
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加算の時間帯を空白のまま、1 回につき、1 日につきをクリックすると、入力しているすべての本体

サービスに応じて日付指定されます。 

〈利用票/提供票〉 

 

① 時間の異なる本体サービスを入力します。 

  

 

 

 

 

② 加算行の時間帯を指定せず入力し、1 回につ

きをクリックすると、本体サービスに合わせ

て毎週水曜日と金曜日が日付指定されます。 

 

 

POINT 

・9:00-16:00 毎週水曜 通所介護Ⅰ43 

・10:00-18:00 毎週金曜 通所介護Ⅰ53 

・9:00-16:00 毎週水曜 通所介護Ⅰ43 

・10:00-18:00 毎週金曜 通所介護Ⅰ53 

・毎週水曜・火曜 サービス提供体制加算Ⅰ 

①時間帯指定なし 

② 1 回につきをクリック 
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【本体サービスの日付を修正した時】 

本体サービスと 1 回につき 1 日につきで日付指定した加算行を入力後に、本体サービスの日付を修正

した場合、加算行の日付は自動では変更されません。加算行の日付は手動で変更が必要です。 

 

① 本体サービスと 1 回につきボタンで加算行を

作成 

 

（例）毎週水曜 9:00-16:00 通所介護Ⅰ43 

      毎週水曜 サービス提供体制加算Ⅰ 

〈利用票/提供票予定〉 

 

 

〈サービス内容入力(サービス提供体制加算Ⅰ)〉 

 

 

 

 

 

② 本体サービスの 4/14 の日付指定を外しまし

た。加算行の 4/14 は日付指定されたままな

ので、手動で加算行の修正を行う必要があり

ます。 

 

注意！ 

通所介護Ⅰ43 の 4/14 分を外しても 

サービス提供体制加算の4/14分は外れない 

手動で修正が必要 
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1 回につき 1 日につきで日付指定した際、曜日指定はされません。このまま次月へ複写をすると、曜

日でなく日付で複写されるので、次月への複写が必要な時は、あらかじめ曜日指定を行う必要がありま

す。 

● 4 月予定で曜日指定せず、5 月に複写した場合 

〈4 月予定〉 

 

 

〈5 月予定〉 

 

 

  

● 4 月予定で曜日指定して、5 月に複写した場合 

〈4 月予定〉 

 

〈5 月予定〉 

 

  

 

  

注意！ 

曜日でなく、日付で複写されます。 

  複写

ha  

 

曜日指定なし 

同じ曜日で複写されます。 

曜日指定あり 
  複写

ha  
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③ クリアボタン 

1 立てしたカレンダーを一括で解除します。 

 

① サービス内容入力のカレンダーを日付指定

している状態で、クリアをクリックします。 

  

 

② 日付指定が解除され、カレンダーが白色にな

ります。 
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2-2. 明細集計画面の改善 

 利用票/提供票の明細集計画面にて、処遇改善加算等など限度額管理対象外の単位数や、公費分の単位

が確認できるようになりました。 

また、今回の改正で通所系サービスの給付管理を、大規模型でも通常規模型の単位数で行ったり、同

一建物減算を適用する場合でも給付管理上は減算を適用しない、など請求単位数と給付管理単位数に差

異が出るケースが起こり、単位数の管理が複雑になります。介五郎ではこの改正に対しても、明細集計

を活用することで単位数を確認しやすくしました。 

 

 

＜請求単位数と給付管理単位数＞ 

請求単位数 
サービス事業所が国保連に実際に請求する単位数です。処遇改善加算やサービス提

供体制加算など支給限度額管理の対象外の加算なども含みます。 

給付管理単位数 
利用者の支給限度額管理（あと何単位分サービスを利用できるかの管理）に使用さ

れる単位数です。 

 

 

【請求単位数と給付管理単位数が異なる例】 

（例）要介護 5 で同一建物に居住する利用者に 8 時間サービスを提供し、「通所介護Ⅰ５５（1142

単位）」と「同一建物減算（-94 単位）」を算定する場合の請求単位数と給付管理単位数 

 

◆サービス事業所が実際に請求する単位数  【減算適用】1142 単位－94 単位＝1048 単位 

 

 

 

 

 

◆給付管理上の単位数  【減算を適用しない】1142 単位 

 

 

 

 

 

  

1048 単位 -94 単位 

1142 単位 

1142 単位 
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＜明細集計画面＞ 

  

 

 

各設定項目（変更部分と関連部分のみ） 

項目名 説明 

単価 

サービスの 1 回あたりの単位数を表示します。 

請求単位数と給付管理単位数が異なる場合は（）が表示されます。 

（）内の数字：給付管理単位数の単価を表示します。 

（）外の数字：請求単位数の単価を表示します。 

回数 

利用票/提供票へ入力した回数を表示します。 

［］内の数字：限度額を超過したサービスの提供回数を表示します。 

［］外の数字：サービス提供回数を表示します。 

単位数 

単価×回数分の単位数を表示します。 

請求単位数と給付管理単位数が異なる場合は（）が表示されます。 

（）内の数字：給付管理単位数の合計を表示します。 

（）外の数字：請求単位数の合計を表示します。 

対象外 支給限度管理対象外サービスにチェックが付きます。 

備考 同一建物減算適用時に「同減」と表示されます。 

限度内計 給付管理単位数の合計を表示します。 

単位数計 請求単位数の合計を表示します。 

公費欄の表示 公費欄を表示する際にクリックします。クリックすると下記項目が表示されます。 

 公費 1 利用票/提供票に入力中の公費 1 が適用される単位が表示されます。 

 公費 2 利用票/提供票に入力中の公費 2 が適用される単位が表示されます。 

 公費 3 利用票/提供票に入力中の公費 3 が適用される単位が表示されます。 

 

 

  

右へスクロール 



21 

 

＜明細集計画面の確認方法＞ 

 

 

① 利用票/提供票予定を入力し、明細集計をク

リックします。 

 

 

 

 

 

  

 

② 明細集計画面が表示されます。 

 

 

 

 

 

各項目の詳細は以下になります。 

  

 

 

サービス内容と単位 

限度内計 

 

単位数計 

POINT 
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●サービス内容と単位 

・請求単位数と給付管理単位数が異なる場合は（）が表示されます。 

 

（）内=給付管理単位数を表示します。 

（）外=請求単位数を表示します。 

※請求単位数と給付管理単位数が同じ場合は（）無しの 1 行で表示されます。 

●限度内計 

・給付管理単位数の合計を表示します。 

●単位数計 

・請求単位数の合計を表示します。 

 

 

 

明細集計の公費 1～3 は公費情報内の公費 1～3 を表します。 

〈明細集計-公費欄〉 

 

 

〈利用票/提供票-公費情報〉 

 

 

  

公費 3

費 

POINT 

 

 

 

公費 1

費 公費 2

費 
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2-3. 新型コロナ感染症対応に関する特例評価 

 新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価として、福祉用具貸与、介護予防福祉用具

貸与、総合事業の A3・A4・A7・A8 を除く全てのサービスの令和３年９月 30 日までの提供分におい

て、基本報酬に 0.1％上乗せして請求することができます。介五郎では令和 3 年 4 月～令和 3 年 9 月

までの利用票/提供票を作成すると、自動的に上乗せ加算が反映されます。 

上乗せ加算は利用票/提供票には記載されない加算ですが、以下の画面で確認できます。 

 

＜上乗せ加算の確認＞ 

〈利用票/提供票-明細集計表〉 

 

〈サービス利用票/提供票別表〉 
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 0.1%上乗せ加算を算定せずに請求を行うと“返戻”となります。 

バージョンアップ前に 4 月以降の利用票/提供票を作成していた時は、利用票/提供票で必ず再計算

をクリックして、0.1%上乗せ加算を反映させてください。 再計算を行わないと、上乗せ加算は反

映されません。 

 

 

 

  

注意！ 
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2-4. サービス提供体制加算入力時の注意 

 サービス提供体制強化加算において、サービスの質の向上や職員のキャリアアップを推進する観点か

ら、より介護福祉士割合や勤続年数の長い介護福祉士の割合が高い事業者を評価する新たな区分が設け

られます。併せて現在のサービス提供体制強化加算も見直しが行われます。4 月より加算区分が変わる

ケースが考えられますので、算定する加算区分の確認と、必要に応じて事業所台帳の設定をお願いいた

します。 

 

令和 3 年 4 月からのサービス提供体制強化加算 

サービス提供体制強化加算Ⅰ 新設 

サービス提供体制強化加算Ⅱ 改正前の加算Ⅰイ相当 

サービス提供体制強化加算Ⅲ 改正前の加算Ⅰロ、加算Ⅱ、加算Ⅲ相当 

 

（例）通所介護 資格・勤続年数要件 

改正前  改正後 

加算Ⅰイ 介護福祉士 50％以上 

⇒ 

加算Ⅰ 下記①②いずれかに該当 

①介護福祉士 70%以上 

②勤続 10 年以上介護福祉士 25%以上 

加算Ⅰロ 介護福祉士 40％以上 加算Ⅱ 介護福祉士 50%以上 

加算Ⅲ 下記①②いずれかに該当 

①介護福祉士 40%以上 

②勤続 7 年以上 30%以上 
加算Ⅱ 勤続 3 年以上 30％以上 

 

※サービス種類により、加算区分や要件は異なります。 
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＜事業所台帳＞ 

 

 

各設定項目（変更部分のみ） 

項目名 説明 

提供体制加算 令和 3 年 4 月からのサービス提供体制強化加算を設定します。 

旧 クリックすると令和 3 年 3 月までのサービス提供体制強化加算を確認できます。 

 

＜以前の加算設定＞ 

 

 

項目名 

サービス提供体制加算 令和 3 年 3 月までの直近のサービス提供体制強化加算を表示・変更できます。 

確定 変更を行った時は確定をクリックします。 
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＜令和 3 年 4 月以降のサービス提供体制強化加算の設定＞ 

 

 

① メインメニューの事業所台帳をクリックし

ます。 

 

 

 

 

 

  

 

② 提供体制加算欄をクリックし、算定する加算

の区分を選択します。 

 

  

 

③ F9 登録をクリックして登録します。 
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＜令和 3 年 3 月までのサービス提供体制強化加算の確認＞ 

 

 

① メインメニューの事業所台帳をクリックし

ます。 

 

 

 

 

 

  

 

② 提供体制加算欄横の旧をクリックします。 

  

 

③ バージョンアップ前に登録していた提供体

制加算の区分を確認できます。 
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● 令和 3 年 3 月以前の加算を変更する時は、

加算区分を選択し、確定をクリックし登録を

行います。 

  変更後は該当月の利用票/提供票で加算行の

修正も必要です。 

 

 

 

 

【利用表/提供票での、通所系サービスにおけるサービス提供体制強化加算の入力方法について】 

前バージョンまでは、事業所台帳で設定した加算区分が本体サービスと連動され、加算行が自動的に作

成されていましたが、バージョンアップ後は本体サービスと連動せず、加算行は自動では作成されま

せん。手動で加算行を作成いただくようお願いします。 

バージョンアップ前 バージョンアップ後 

〈事業所台帳〉 

 

 

〈利用票/提供票 本体サービス内容入力〉 

 

 

〈事業所台帳〉 

 

 

〈利用票/提供票 本体サービス内容入力〉 

 

 

提供体制加算欄が無くなり本

体サービスと連動しません 

提供体制加算が 

本体サービスと連動 

注意！ 
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〈利用票/提供票〉 

 

 

 

 

〈利用票/提供票〉 

 

  

 

サービス提供体制加算の入力方法 

 

① 利用票/提供票にて空白行をダブルクリック

で開きます。 

 

 

 

 

  

 

② サービス名で該当のサービス提供体制加算

を選択します。 

そのあと日付指定を行い確定をクリックし

ます。 

  

本体サービスを入力すると、提

供体制加算行が自動作成 

本体サービスを入力しても提供体制加

算行は作成されません。手動で提供体制

加算行を作成する必要があります。 

（作成方法は下記を参照ください） 
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③ サービス提供体制加算の行が作成されまし

た。 

 

  

 

 

※利用票／提供票で事業所台帳と異なる提供体制加算を入力して登録すると「事業所台帳と異なる提供

体制加算が設定されています。修正しますか」と入力確認が表示されます。 

（例）事業所台帳で「加算Ⅰ」で登録した後に、利用票/提供票で「加算Ⅱ」を入力 

 

①事業書台帳は「加算Ⅰ」を設定 

 

 

②利用票/提供票で「加算Ⅱ」を入力 

 

 

③登録時に入力確認「事業所台帳と異なる提供

体制加算が設定されています。修正しますか」

と表示されます。必要な場合は修正を行います。 
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【利用表/提供票予定入力での 3 月から 4 月への複写について】 

今回の改正により、算定するサービス提供体制強化加算の区分が変わるケースが考えられるため、 

バージョンアップ後に 3 月予定から 4 月予定への複写時、サービス提供体制強化加算は複写されませ

ん。4 月からの加算行を一から作成いただくようお願い致します。 

4 月から 5 月への複写時は、4 月分の提供体制加算が反映されます。 

 

〈3 月予定〉 

 

 

 

 

〈4 月予定〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

注意！ 

  複写

ha  

 

警告が表示され、サービス提供体制

加算行は複写されません。手動で提

供体制加算の行を作成願います。 
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2-5. 総合事業マスタの更新 

 今回の改正に伴い、各市町村の総合事業のサービスコードと単位も変更されます。市町村によりサー

ビスコード等が異なるので、以下の手順で各市町村の 4 月からの単位数表マスタを介五郎に取込する必

要があります。  

（1）市町村のホームページにアクセスし、新しい単位数表マスタをお使いの PC へ保存  

（2）保存した単位数表マスタを介五郎へ取込  

 

 

 

4 月からの新しいマスタを取込しないと、介五郎へ新しい単位とサービスコードは反映されません。必

ず新しい単位数表マスタを行ってください。 

 

 

 

 
取込手順の動画をご用意しています！ 

 

総合事業のマスタ取込手順の案内動画を用意しております。下記からご覧ください。 

 

 

 

 

 

介五郎のメッセージリストからもご覧いただけます。 

 

 

 
 

 

 

  

注意！ 

介五郎動画マニュアル（総合事業マスタ取込手順）】 

https://www.info-tec.app/users/douga_sg / 
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＜市町村 HP から単位数表マスタの取得＞ 

 

 

① 介五郎上部メニューバーの「ツール(T)」－

「インターネット」—「ホームページ（ユー

ザ専用）」をクリックします。 

  

 

② 当社ホームページのユーザ様専用ページが

表示されます。ページ真ん中付近までスクロ

ールして「総合事業状況一覧」をクリックし

ます。 

 

  

 

③ 総合事業状況一覧ページが表示されます。画

面真ん中付近までスクロールし、検索ボック

スへ目的の市町村名を入力します。 

 

  

 

④ 下の検索結果に市町村名等が表示されるの

で、マスタ参照先列の市町村名をクリックし

ます。 

  

  

下へスクロール 

下へスクロール 
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④ インターネットのブラウザが起動し、市町村

のホームページが表示されます。ページ内の

「単位数表マスタ」と書かれた箇所を探しま

す。 

   

※画像は令和元年 10 月版を例にしています。 

※市町村により、単位数表マスタの記載場所

は異なります。 

 

  

 

 

 

 

 

⑤ 単位数表マスタの文字の上で右クリックし、

「対象をファイルに保存」をクリックしま

す。 

右クリックメニューから「対象をファイルに

保存(A)」をクリックします。 

  

右クリック 
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⑧ ファイル名を確認し、探しやすい保存先を選

択して【保存(S)】をクリックします。 

  保存後に「ダウンロードが完了しました。」

のメッセージが出た場合は「×」で閉じます。 

 

  ※市町村により、ファイル名は異なります。 

 

  

 

 

⑨ ダウンロードが完了したらインターネット

の画面を閉じ、介五郎のユーザ様専用コンテ

ンツの画面も、左上の閉じるをクリックして

閉じます。 

 

 

＜取得した単位数表マスタを介五郎へ取込＞ 

 

 

① メインメニューの「総合事業取サービスマス

タ」をクリックします。 
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② F7 取込をクリックしてファイル取込画面を

表示し、 参照 をクリックします。 

 

  

 

③ 取り込むマスタを選択します。先ほど保存し

たファイルを選択し、「開く(O)」をクリック

します。 

 

  

 

④ 参照パスに選択した単位数表マスタが表示

されたことを確認し、取込開始をクリックし

ます。 

 

  

 

⑤ 取込確認画面が表示されたらはい(Y)をクリ

ックします。 
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⑥ 取込を終えると取込完了画面が表示される

ので OK をクリックします。 

  

 

⑦ 取込確認のために、保険者、サービスコード

を選択します。施工年月日が「令和 03 年

04 月 01」と表示され、サービスコード表

が表示されれば取込完了です。 

 

 

  

 

⑦ 【F10 終了】をクリックし画面を閉じます。 

 

マスタはすでに登録されているので【F9 登

録】をクリックする必要はありません。 

  

 

 

 

 

新しい単位数表マスタを取込む前に 4 月の予定を作成していた場合、予定入力画面で再計算を行う

必要があります。再計算を行わない場合、新しい単位が予定に反映されませんので、ご注意ください。 

※変更内容によってはサービスコードの入力し直しが必要な場合もあります。 

 

 

注意！ 



39 

 

〈利用票/提供票別表〉 

  

〈利用票/提供票別表〉 

 

 

 

 

古いマスタのまま 4 月の予定を作成したり、取り込んだマスタに誤りがある場合、令和 3 年 9 月

30 日までの上乗せ加算や、今回コード構造の変わる加算減算（同一建物減算等）が正常に反映されず、

不正な計算が行われる可能性があります。その場合は正しいマスタを取得し、介五郎に取り込んでくだ

さい。 

 

〈サービス利用票/提供票別表〉 

 

 

注意！ 

同一建物減算が正常に

反映されていない 

再計算ボタン 

令和 3 年 9 月 30 日までの上乗せ

加算が正常に反映されていない 
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2-6. 地域単価の変更 

 地域区分の見直しに対応するため、事業所台帳に令和 3 年度の地域区分を設定する欄を追加しました。

この変更にともない、平成 30 年～令和 2 年度の地域区分欄を旧情報の画面に移しています。 

今回の改正で一部の自治体の地域区分が変更されていますので、必ず関係する自治体の地域区分が変わ

っていないかご確認のうえ、変更があった場合は介五郎でも新しい地域区分を設定してください。 

 

＜令和 3 年 4 月からの地域区分＞ 
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＜事業所台帳＞ 

 

● 変更が必要な時は地域区分欄を変更します。

地域区分印刷をクリックすると、令和 3 年度

の地域区分の一覧表を確認できます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

● 旧をクリックすると、旧地域区分（令和 2

年度以前の区分）を確認できます。地域区分

印刷をクリックすると、選択した年度の地域

区分を確認できます。 

  

 

 

 

地域区分が変わる保険者の総合事業を利用時は、保険者台帳の地域区分も変更を行う必要があります。 

 

① メインメニューから保険者台帳を開きます。 

  

注意！ 
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② 地域区分が変わる保険者の「地域単価(総合)」

をクリックし級地を選び直して登録します。 

 

 

 

地域区分を変更する前に 4 月の予定を作成している場合、予定入力画面で再計算を行う必要があり

ます。再計算を行わない場合、変更した地域区分が予定に反映されませんので、ご注意ください。 

〈利用票/提供票別表〉 

 

〈利用票/提供票別表〉 

 

 

 

 

  

注意！ 

再計算ボタン 
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2-7. 特別地域加算・中山間地域加算の対象拡大 

 離島や中山間地域等の要介護者に対する介護サービスの提供を促進する観点から、「特別地域加算」「中

山間地域等における小規模事業所加算」「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」の対象サー

ビスが拡大しました。対象となる事業所様は設定をお願い致します。 

 

＜令和 3 年 4 月から対象となるサービス＞ 

認知症対応型通所介護、夜間対応型通所介護、小規模多機能型通所介護、看護小規模多機能型通所介護 

 

★=介護予防含む 

 

 

＜特別地域加算/中山間地域等における小規模事業所加算の設定＞ 

 

 

<特別地域加算> 

事業所台帳の特別地域加算欄を「あり」にして登

録します。 

<中山間地域等における小規模事業所加算> 

事業所台帳の中山間加算欄を「該当」にして登録

します。 
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＜中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算の設定＞ 

 

 

利用者台帳の「中山間地域」欄の「該当」と「既

定」の両方にチェックを入れて登録します。 

 

 

 

 

 

 

 

【特別地域加算、中山間地域等における小規模事業所加算】 

加算設定を行う前に 4 月の予定を作成していた場合、予定入力画面で再計算を行う必要があります。

再計算を行わない場合、設定した加算が予定に反映されませんので、ご注意ください。 

〈利用票/提供票別表〉 

 

 

〈利用票/提供票別表-限度額管理対象外サービス〉 

 

 

 

 

  

注意！ 

再計算ボタン 
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【中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算】 

加算設定を行う前に 4 月の予定を作成していた場合、予定入力のサービス内容入力にて「中山間地

域提供体制加算」にチェックを付けて加算を反映させる必要があります。チェックを付けないと、設定

した加算が予定に反映されませんので、ご注意ください。 

〈利用票/提供票-サービス内容入力〉 

 

〈利用票/提供票別表-限度額管理対象外サービス〉 

 

 

 

  

チェックをつける 
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2-8. 原爆助成公費の対象サービス拡大 

 令和 3 年 4 月サービス分から 81:原爆助成の対象サービスに以下のサービスが追加されます。なお国

保連合会へ請求できるのは令和 3 年 9 月請求からとなります。公費情報へ 81:原爆公費の情報を追加す

れば、介五郎でも令和 4 月提供分より公費が反映されます。 

 

〈対象サービス〉 

・認知症対応型共同生活介護（短期利用以外） 

・介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用以外） 

・認知症対応型共同生活介護（短期利用） 

・介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用） 

 

〈サービス利用票/提供票別表への反映〉 

<3 月提供分> 

 

 

 

 

<4 月提供分> 

 

 

 

 

 

 

  

令和 3 年 3 月提供分までは対象

外なので公費は適用されません 

令和3年4提供分からは対象

なので公費が適用されます 
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3. 訪問介護の変更 

 

3-1.［総合事業]同一建物減算の算定方法の変更 

 

総合事業のサービスにおける同一建物減算の算定方法が、介護保険と同様になりました。 

それに伴い、入力方法も介護保険同様の入力方法に変更しました。 

 

 

【旧】令和 3 年 3 月まで提供票入力画面 

 

 

「・同一」がついたサービスコードを選択 

 

【新】令和 3 年 4 月から提供票入力画面 

 

 

サービスコード選択後、同建減算のチェック 
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＜総合事業の同一建物減算の入力方法＞ 

 

① 利用票/提供票入力画面にて提供しているサ

ービスコードを選択します。 

  

 

② 画面右側の同一建物減算にチェックをいれ

て確定します。 

  

 

＜総合事業の同一建物減算の確認方法＞ 

 

① 明細集計をクリックします。 

  

 

② 基本サービスの備考欄には「同減 1」の表示

がされ、「同一建物減算」のコードが追加表

示されます。 
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同一建物減算作成時のポイント 

 

【提供記録簿入力における同建減算】 

 提供記録簿入力を利用されている場合は、日報作成の際に同一建物減算のチェックをつける必要があ

ります。（翌月以降はすでにチェックをされていた場合は既定値でチェックが入った状態になります。） 

 

※ 現バージョンでは日報作成はできません。 

時期バージョンで日報作成ができるようにな

ります。 
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3-2. 特定事業所加算Ⅴの追加 

 

令和 3 年 4 月より、特定事業所加算Ⅴが新たに追加されました。特定事業所加算Ⅴを算定する場合は事

業台帳にて設定が必要です。 

 

〔算定要件〕 

＜体制要件＞ ※特定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅲ）と同様 

・訪問介護員等ごとに作成された研修計画に基づく研修の実施 

・利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項の伝達等を目的とした会議の定期的な開

催 

・利用者情報の文書等による伝達、訪問介護員等からの報告 ・健康診断等の定期的な実施 ・緊急時等

における対応方法の明示 

＜人材要件＞ 

・訪問介護員等の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が 30％以上であること。 

※加算（Ⅴ）は、加算（Ⅲ）（重度者対応要件による加算）との併算定が可能であるが、加算(Ⅰ)、(Ⅱ)、

(Ⅳ)（人材要件が含まれる加算）との併算定は不可。 

 

＜その他加算設定＞ 

 

 

その他設定 各設定項目 

項目名 説明 

加算項目 
クリックすると、設定できる加算が表示されます。算定する加算を選択します。 

（現在は特定事業所加算Ⅴのみ表示されます。） 

設定値 
クリックすると、加算項目にて選択した加算の設定値（種類等）が表示されます。

設定する種類を選択します。 

開始日 設定した加算の適用を開始する、年（元号）月日を入力します。 

終了日 設定した加算の適用を終了する、年（元号）月日を入力します。 

確定 クリックすると、入力した内容を確定します。 

明細削除 クリックすると、選択した明細行の内容を削除します。 
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＜事業所台帳の設定＞ 

 

① 事業所台帳にてその他加算設定をクリック

します。 

  

 

② 加算項目にて「2-訪問介護特定事業所加算

Ⅴ」を選択します。 

  

 

③ 設定値にて「2-加算Ⅴ」を選択、「開始日」

を入力したら、確定をクリックします。 

  

 

⑤ F9 登録をクリックします。以上で設定が完

了です。 
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＜特定事業所加算Ⅴの入力確認＞ 

 

① 利用票/提供票予定入力画面にて、サービス

内容を入力後、明細集計をクリックします 

  

 

② 「特定事業所加算Ⅴ」が表示されておれば、

反映されています。 

 

※表示されていない場合は、明細集計画面を

閉じ、利用票/提供票予定入力画面にて、再

計算をクリックしてください。 

  

 

特定事業所加算Ⅴのポイント 

 

【特定事業所加算の算定の変更】 

 加算Ⅴを算定しなくなった場合は、加算設定画面にてすでに設定された明細行の「終了日」に終了し

た日を入力してください。 
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4. 通所介護・通所リハの変更 

 

4-1.メインメニューの構成変更 

 改正にあわせて帳票を追加できるように、メインメニューの画面構成を変更しました。旧バージョン

では通所リハ計画書のボタンがメインメニューにありましたが、今バージョンでは通所介護計画書をク

リックしたあとのサブメニューから開く形式になります。 

 

＜通所介護/通所リハ メインメニュー＞ 

（旧） 

 

（新） 

 

 

＜通所管理計画書＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

通所介護計画書 通所介護計画書の入力画面を開きます。 

通所リハ計画書 通所リハ計画書の入力画面を開きます。 

 

 

  

①通所リハ計画書を通所介護計画書ボタンから開く 

②提供記録簿・日誌入力を移動 
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＜通所介護／通所リハ計画書の開き方＞ 

 

① メインメニューの通所介護計画書をクリッ

クします。 

  

 

② 開きたい帳票のボタンをクリックします。 

  

 

③ 選択した帳票の入力画面が開きます。 
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4-2.基本報酬の給付管理時の単位数の見直し 

 保険サービス利用の公平性の観点から、通所介護の基本報酬の給付管理上の単位数（＝利用者の支給

限度額から引かれる単位数）の計算方法が以下のように変更されます。 

 

①同一建物減算が適用される場合でも、給付管理上は減算する前の単位数を用いる（※1） 

②大規模型の事業所でも、給付管理上は通常規模型の基本報酬で算定する（※2） 

（※1）送迎減算は対象外です。 

（※2）通常規模型の基本報酬は大規模型Ⅰ・Ⅱより単位数が少し多くなっています。 

 

 この改正によって、請求する単位数が変わっていなくても、給付管理上の単位数が上がる可能性があ

ります。限度額いっぱいまでサービスを利用している場合、使用点数が支給限度額を超過してしまう恐

れがあるので、4 月以降の予定を立てる際はご注意ください。 

 

介五郎では、給付管理単位数と実際に請求する単位数の差異を容易に確認できるよう、明細集計画面

にて給付管理単位数と請求単位数の内訳を表示するようにしました。（明細集計の詳細は『2-2.明細集計

画面の改善』参照） 

 

（イメージ） 

 

 

  

【国保連に請求する単位数】 

①同一建物減算を適用する 

②大規模型は大規模型の単位数のまま 

【利用者の支給限度額から引かれる単位数】 

①同一建物減算を適用しない 

②大規模型は通常規模型の単位数 

通所系事業所 

限度額管理 

保険請求 
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①同一建物減算を適用した場合の基本報酬 

（例）要介護 5 で同一建物に居住する利用者に 8 時間サービスを提供し、「通所介護Ⅰ５５（1142

単位）」と「同一建物減算（-94 単位）」を算定する場合の請求単位数と給付管理単位数 

 

◆サービス事業所が実際に請求する単位数  【減算適用】1142 単位－94 単位＝1048 単位 

 

 

 

 

 

◆給付管理上の単位数  【減算を適用しない】1142 単位 

 

 

 

 

 

②大規模型の事業所の場合の基本報酬 

（例）要介護 3 で大規模型通所介護Ⅱの事業所が 8 時間サービスを提供し、「通所介護Ⅲ５3（826

単位）」を算定する場合の請求単位数と給付管理単位数 

 

◎サービス事業所が実際に請求する単位数＝大規模型Ⅱ（通所介護Ⅲ53）の単位数  826 単位 

 

 

 

 

 

◎給付管理上の単位数＝通常規模型（通所介護Ⅰ５５）の単位数  896 単位 

 

 

 

 

 

  

1048 単位 -94 単位 

1142 単位 

1142 単位 

826 単位 -70 単位 

896 単位 

896 単位 
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＜明細集計＞ 

 

各設定項目（関連項目のみ） 

項目名 説明 

単価 （ ）内の数字は給付管理上の単位数、（ ）外の数字はサービス事業所が実際に請求す

る単位数になります。 単位数 

限度内計 給付管理上の単位数の合計を表示します。 

単位数計 請求単位数の合計を表示します。 

 

 

 

＜単位数の確認方法＞ 

 

① メインメニューの提供票予定入力をクリッ

クします。 

  

 

② 提供月と利用者を選択します。 
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③ 明細集計をクリックします。 

  

 

④ 明細集計表が表示されます。明細の（ ）内

の数字が給付管理上の単位数、（ ）外の数字

が請求単位数になります。 

 

  明細集計画面右下の「限度内計」は給付費請

求書に記載される単位数、「単位数計」は給

付管理上の単位数の合計になります。 

 

明細集計の表示 

 同一建物減算または大規模型の基本サービスコードが含まれている場合、明細集計画面では下記の

ように表示されます。（明細集計の詳細な見方は『2-2.明細集計画面の改善』を参照ください） 

 

 

 

 

 

 

（ ）内の単位＝給付単位数（同建減算なし・大規模型は通常規模型の基本報酬） 

（ ）なしの単位＝請求単位数（同建減算あり・大規模型は大規模型のままの基本報酬） 

限度内計＝給付単位数（同建減算なし・大規模型は通常規模型の基本報酬） 

単位数計＝請求単位数（同建減算あり・大規模型は大規模型のままの基本報酬） 
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4-3.加算連動入力の見直し 

 改正の内容にあわせて、令和 3 年 4 月以降の提供票入力時に基本サービスと連動して入力できる加算

の種類を修正しました。 

また、これまでより基本サービスと加算が連動中か見分けやすくし、動作も一致するようにしました。 

 

①連動加算の項目変更 

［旧］ 

 

［新］ 

 

 

②連動加算の動作 

 基本サービスと連動中の加算は提供票入力で青文字で表示されます。青文字の行は日付と請求区分

以外変更できません。それ以外を変更する場合は基本サービスのほうを変更することになります。 

［旧］ 

（提供票入力の明細欄） 

 

（加算のサービス内容入力） 

 

［新］ 

（提供票入力の明細欄） 

 

（加算のサービス内容入力） 

 

日付と請求区分 

のみ変更可 
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＜画面説明 提供票予定入力 明細欄拡大付き（青字の説明）＞ 

  
各設定項目 

項目名 説明 

青字の明細行 

基本サービスと連動中の加算・減算は青色の文字で表示されます。連動中の行は

日付と請求区分のみ変更可能で、時間帯やサービス名などを変更できません。 

（※令和 3 年 4 月以降の提供票予定入力のみ） 
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＜サービス内容入力＞ 

（通所介護/地域密着型通所介護） 

 

（通所リハビリテーション） 

 

（認知症対応型通所介護） 

 

 

各設定項目（変更箇所のみ） 

項目名 説明 

通所介護／地域密着型通所介護 

機能訓練Ⅰ１ 個別機能訓練加算Ⅰ（イ）を算定する場合にチェックします。 

機能訓練Ⅰ２ 個別機能訓練加算Ⅰ（ロ）を算定する場合にチェックします。 

入浴Ⅰ 入浴介助加算Ⅰを算定する場合にチェックします。 

入浴Ⅱ 入浴介助加算Ⅱを算定する場合にチェックします。 

延長加算 

9 時間以上サービスを提供して延長加算を算定する場合に、延長した時間に応じた区

分を選択します。 

0-なし 延長加算を算定しない場合に選択します。 

1-延長 1 9～10 時間サービス提供した場合に選択します。 

2-延長 2 10～11 時間サービス提供した場合に選択します。 

3-延長 3 11～12 時間サービス提供した場合に選択します。 

4-延長 4 12～13 時間サービス提供した場合に選択します。 

5-延長 5 13～14 時間サービス提供した場合に選択します。 

通所リハビリテーション 

入浴Ⅰ 入浴介助加算Ⅰを算定する場合にチェックします。 

入浴Ⅱ 入浴介助加算Ⅱを算定する場合にチェックします。 

移行支援 移行支援加算を算定する場合にチェックします。旧社会参加支援加算です。 

認知症対応型通所介護 

機能訓練Ⅰ 個別機能訓練加算Ⅰを算定する場合にチェックします。 
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＜日報予定入力＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

加算項目欄 
令和 3 年 3 月以前と 4 月以降で表示項目が変わります。また、4 月以降は日報

でサービス提供体制加算を設定できなくなります。 

 

＜日報予定入力－一括修正＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

加算項目欄 
令和 3 年 3 月以前と 4 月以降で項目が変わります。また、4 月以降は日報でサ

ービス提供体制加算を設定できなくなります。 
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＜加算の連動入力＞ 

 

① メインメニューの提供票予定入力をクリッ

クします。 

  

 

② 提供月を 4 月以降にして利用者を選択しま

す。 

  

 

③ 明細欄でダブルクリックして、サービス内容

入力画面を開きます。 

  

 

④ 時間帯を入力します。 

  

明細欄 
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⑤ サービス名欄に基本サービスのコード（「通

所介護〇〇〇」など）を入力します。 

   

  

 

⑥ 右側に連動できる加算項目が表示されます。

必要な加算にチェックを入れてください。 

  

 

⑦ 日付を入力して確定をクリックします。 

  

 

 

 

 

⑧ 基本サービスと連動して、選択した加算の行

が青字で追加されます。 
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【加算連動入力の注意】 

［①加算を修正したい場合］ 

加算が基本サービスと連動しているときは、加算の行をダブルクリックして入力画面を開いても、

日付と請求区分の変更しかできません。時間帯やサービス名の変更など、それ以外の箇所を修正した

い場合は基本サービスのほうを修正してください。 

 

 

 

 

［②基本サービスの行を削除した場合］ 

基本サービスの行を削除しても、連動で入力された加算の行は削除されません。別途修正が必要に

なるのでご注意ください。 

 

 

  

 

 

  

基本サービスの行を削除 加算だけ残る 

注意！ 

加算の行を開いても 

日付以外は基本サービス

の行を開いて変更 

日付以外変更できない 
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4-4.サービス提供体制加算の取扱の変更 

 4 月よりサービス提供体制加算の算定区分と要件が変更されます。旧制度の区分を改正後の提供票に

引き継ぐことができません。事業所台帳の再設定と、4 月の提供票作成時にサービス提供体制加算の新

規入力が必要になります。（本紙冒頭の『制度改正時の特別注意』参照） 

また、新しいサービス提供体制加算は基本サービスと連動して入力できません。連動していると 1 日

に複数回サービス提供したときなどに加算の行も複数行作成され、提供票が煩雑になることを回避する

ための変更です。 

連動できないかわりに、サービス内容入力画面に加算自動設定ボタンを追加して、加算を簡単に入力

できるように改善しています。（詳細は『2-1.サービス内容入力の日付指定方法の改善』参照） 

 

【サービス提供体制加算の連動入力廃止】 

［旧］ ［新］ 

基本サービスと連動可能 

 

基本サービスと連動不可 

 

 

【加算自動設定を使ったサービス提供体制加算の入力】 

加算自動設定ボタンをクリックすると、基本サービスと同じ日付・回数で加算を自動入力します。 

 
 

  

 

サービス提供体制加算なし 
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【事業所台帳で設定した区分の反映】 

 事業所台帳で設定した区分は、サービス内容入力時の入力ミスチェックに使われます。サービス内

容を入力するときに事業所台帳の区分と異なる区分を選択すると、確定をクリックしたときに下記警

告メッセージが表示されます。 

 「はい」を選択するとサービス内容入力画面に戻って修正を促します。「いいえ」を選択すると警

告を無視して入力内容を確定します。 

（サービス内容入力） 

 

 

 

 

 

  

POINT 

事業所台帳と異なる区分を選択 
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＜加算自動設定を使った入力＞ 

 

① メインメニューの提供票予定入力をクリッ

クします。 

  

 

② 提供月を 4 月以降にして利用者を選択しま

す。 

  

 

 

③ 加算を入力する前に基本サービス（通所介護

Ⅰ１１など）を入力します。 
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④ 明細欄の空白行でダブルクリックし、新規サ

ービス内容入力画面を開きます。 

  

 

⑤ サービス名にサービス提供体制加算Ⅰ～Ⅲ

のいずれかを入力します。 

  

 

⑥ 加算自動設定欄の 1 回につきをクリックし

ます。 

 

  カレンダーに入力した基本サービスと同じ

日付・回数が入ります。 

  

 

⑦ 確定をクリックします。 
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⑧ その他必要な内容を入力し、F9 登録をクリ

ックして登録します。 

 

 

 

【日報取込時の動作】 

令和 3 年 3 月までの日報入力ではサービス提供体制加算を管理できましたが、4 月以降は日報で

管理する必要がないため、日報で管理することができなくなります。  

［3 月以前の日報入力］ 

 

［4 月以降の日報入力］ 

 

 

  

注意！ 

提供体制加算なし 



71 

 

4-5.延長加算のサービスコード変更 

 サービス延長加算は、基本サービス選択時に延長加算を含むサービスコード（「通所介護Ⅰ１１・延 1』

など）を選択して算定してましたが、改正により延長加算用の基本サービスコードが廃止されました。

かわって延長加算単体で独立したサービスコードが新設されます。 

 

 この影響で、延長加算を算定する場合の入力方法が変わります。新しいサービスコードを入力すると

きは基本サービスと延長加算を別々に入力することになります。 

 

【延長加算の入力方法変更】 

［旧］ 

 

［新］ 

 

または 

  

 

 

 

 

 

「延 1」などが付く基本サービスを選

択 

①通常の基本サービスを選択 

②延長加算の区分を選択 

基本サービスとは別に 

延長加算を単体で入力 
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＜サービス内容入力＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

延長加算 

9 時間以上サービスを提供して延長加算を算定する場合に、延長した時間に応じ

た区分を選択します。 

0-なし 延長加算を算定しない場合に選択します。 

1-延長 1 9～10 時間サービス提供した場合に選択します。 

2-延長 2 10～11 時間サービス提供した場合に選択します。 

3-延長 3 11～12 時間サービス提供した場合に選択します。 

4-延長 4 12～13 時間サービス提供した場合に選択します。 

5-延長 5 13～14 時間サービス提供した場合に選択します。 

 

＜日報入力→一括修正＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

延長 枠内をクリックすると延長加算の区分を選択できます。 
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【個別複写を行った場合の注意】 

 個別複写（本紙冒頭の『改正対応時の特別注意』参照）を使用して 4 月の予定を作成した場合、延長

加算は廃止された旧サービスコードのままで残り、サービス内容入力を開くとサービス名が空白になり

ます。 

このままでは登録できないので、新しいサービスコードを入力しなおす必要があります。  

   

 

 

 

＜基本サービスと連動した入力方法＞ 

 

① 提供票入力・日報入力画面の明細欄でダブル

クリックし、サービス内容入力画面を開きま

す。 

  

 

② 延長加算が算定可能な時間帯（8 時間以上）

を入力します。 

注意！ 

旧サービスコードが残っている 

サービス名が空白 

→新しいサービスコードで再入力 
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③ サービス名に基本サービスのコード（「通所

介護Ⅰ6１」など）を入力します。 

  

 

④ 「延長加算」欄で加算の区分を選択します。 

  

 

⑤ 日付やその他の加算を入力し、確定をクリッ

クします。 

  

 

⑥ 延長加算は基本サービスと連携するかたち

で別の行に表示されます。 
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＜一括修正（日報入力）での入力方法＞ 

 

① メインメニューの日報予定入力をクリック

します。 

  

 

② 提供月・日を選択します。 

  

 

③ 一括修正をクリックします。 

  

 

④ 「延長」欄の枠内をクリックすると▼が表示

されます。その▼をクリックすると加算の区

分を選択できます。 
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⑤ そのほかの入力も完了したら F9 登録をクリ

ックして、登録します。 

 

 

 

【入力した時間帯以外の延長加算を入力したい場合】 

 初期値では延長加算１～5 の選択肢は、入力した時間帯に応じた区分だけが表示されます。事情に

よりそれ以外の区分を選択したい場合は「無条件」のチェックを入れると選べるようになります。 

【通常】 

 

【「無条件」にチェックを入れた場合】 

 

 

  

POINT 

「延長 1」「延長 2」 

しか選べない 
「延長 1～5」を選べる 

「無条件」にチェック 
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4-6.感染症等対応加算の追加 

 通所系サービスの加算に「感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている

場合」に、基本報酬に 3％上乗せできる加算が追加されました。（「感染症等対応加算」とします） 

 この加算を入力するときは事業所台帳で加算の設定を行う必要があります。 

 

 

 

【感染症・災害等で利用者数が減少した場合の措置】（※要件イの基本報酬の 3％の加算のことを指します） 

算定要件等 

ア より小さい規模区分がある大規模型について、事業所規模別の報酬区分の決定にあたり、前年度の

平均延べ利用者数ではなく、延べ利用者数の減が生じた月の実績を基礎とすることができることと

する。 

イ 延べ利用者数の減が生じた月の実績が前年度の平均延べ利用者数から５％以上減少している場合、

３か月間（※２）、基本報酬の３％の加算を行う（※３）。 

現下の新型コロナウイルス感染症の影響による前年度の平均延べ利用者数等から５％以上の利用者

減に対する適用にあたっては、年度当初から即時的に対応を行う。 

（※１）ア・イともに、利用者減の翌月に届出、翌々月から適用。利用者数の実績が前年度平均等に戻った場合はその翌月に届出、翌々

月まで。 

（※２）利用者減に対応するための経営改善に時間を要するその他の特別の事情があると認められる場合は一回の延長を認める。 

（※３）加算分は区分支給限度基準額の算定に含めない。 
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＜事業所台帳＞ 

 

各設定項目（変更箇所のみ） 

項目名 説明 

その他加算設定 加算設定画面を開きます。 

 

 

＜事業所台帳（加算設定）＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

加算項目 設定したい加算を選択します。（本バージョンでは感染症等対応加算のみ） 

確定 入力した内容を確定します。 

明細削除 入力した加算設定を削除します。 

明細欄 

設定値 加算の区分を選択します。感染症等対応加算の場合は「あり」か「なし」の二択です。 

開始日 加算の算定開始日を入力します。 

終了日 加算の算定終了日を入力します。 
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＜感染症等対応加算の設定＞ 

 

① メインメニューの事業所台帳をクリックし

ます。 

  

 

② 加算を設定したい事業所を呼び出します。 

  

 

③ その他加算設定をクリックします。 

  

 

④ 設定値で「あり」を選択します。 
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⑤ 開始日・終了日に加算を算定する期間を入力

します。 

（感染症等対応加算は通常3ヶ月間算定できま

す） 

 

  

 

⑥ 確定をクリックします。 

  

 

⑦ F9 登録をクリックし、登録します。 
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【加算の有無は提供票別表・明細集計画面にて確認できます】 

 感染症等対応加算は利用票には記載されませんが、別表にて確認することができます。また、提供

票の作成中は明細集計画面を開くことで確認することもできます。 

【利用票】 

 

【提供票別表】 

 

【提供票入力】 

 

【明細集計】 
 

 

 

 

  

POINT 

加算の記載なし 

加算を記載 
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4-7.生活行為向上リハビリテーション実施加算の見直し 

通所リハ 

今回の改正で、通所リハビリテーションの生活行為向上リハビリテーションを実施したあともリハビ

リを継続した場合の 15％減算（継続減算）が廃止されました。このため旧来の継続減算のサービスコー

ドも廃止されました。ただし現在継続減算を適用中の利用者がおられる場合、4 月以降もその利用者に

対して減算の適用を続けなければならないため、専用のサービスコードが別途用意されています。 

減算の適用を続ける場合、これまでと算定方法が変わりますので、下記手順でサービス内容を入力し

なおしていただく必要があります。 

 

減算の適用方法の変更 

［旧］ 

①サービス名選択時に「（基本サービス名）・継続」

のコードを選択 

［新］ 

①通常の基本サービス名を選択 

②「継続減算」にチェックを入れる 

  

 

 

【個別複写後は必ず再入力してください】 

個別複写を使用した場合、古いサービスコードのままコピーされます。そのままでは登録できない

ので、新しい入力方法で必ず再入力してください。 

  

注意！ 

「継続」が付く基本サービス名 ①通常の基本サービス名 

②継続減算にチェック 

古いサービス

コードが残る 

新しいサービス 

コードに修正 
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＜サービス内容入力画面＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

継続減算 
サービス種類を通所リハビリテーションにしている場合に表示。生活行為向上リ

ハの実施後もサービスを継続する場合にチェックしてください。 
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＜継続減算の入力方法＞ 

 

① メインメニューで提供票予定入力をクリッ

クします。 

  

 

② 提供月を 4 月以降にして利用者を選択しま

す。 

  

 

③ 明細欄の上でダブルクリックし、サービス内

容入力画面を開きます。 

  

 

④ 時間帯を入力します。 
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⑤ サービス名に基本サービスコードを入力し

て日付を選択します。 

  

 

⑥ 「継続減算」にチェックを入れます。 

  

 

⑦ 確定をクリックします。 

  

 

⑧ その他の入力も完了したら F9 登録をクリッ

クして登録します。 

 

 ※継続減算は利用票には記載されません。確認

するときは明細集計画面を開くか、提供票別

表を印刷してください。（POINT 参照） 
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【加算の有無は提供票別表・明細集計画面にて確認できます】 

 継続減算は利用票には記載されませんが、別表にて確認することができます。また、提供票の作成

中は明細集計画面を開くことで確認することもできます。 

【利用票】 

 

【提供票別表】 

 

【提供票入力】 

 

【明細集計】 
 

 

 

 

 

  

POINT 

減算の記載なし 
減算を記載 
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4-8.サービス提供記録簿の加算項目変更 

 タブレット版を含め、提供記録簿で入力できる加算項目を改正に対応して変更しました。4 月以降の

記録簿を作成するときは、改正後の加算項目が表示されます。 

 

 

 

介五郎のサービス提供記録簿 

 

【通所介護】 

＜算定項目＞ 

 

＜入浴、排泄、水分食事＞ 

 

＜体操、ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ、機能訓練＞ 
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【通所リハ】 

＜算定項目＞ 

 

＜入浴、排泄、水分食事＞ 

 

 

 

タブレット版のサービス提供記録簿 

 

【通所介護】 

＜出欠記録－サービス内容入力＞ 

 

＜入浴記録＞ 
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＜機能訓練＞ 

 

 

【通所リハ】 

＜出欠記録－サービス内容入力＞ 

 

＜入浴記録＞ 
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5. 小多機の変更 

 

5-1.同一建物の給付管理時の単位数の見直し 

保険サービス利用の公平性の観点から、同一建物減算を算定する場合、請求単位数には減算を適用し

ますが、給付管理上の単位数（ケアマネジャーが給付管理票に記載する単位数）には減算を適用しない

こととなりました。 

 

 この改正によって、請求する単位数が変わっていなくても、給付管理上の単位数が上がる可能性があ

ります。限度額いっぱいまでサービスを利用している場合、使用点数が支給限度額を超過してしまう恐

れがあるので、4 月以降の予定を立てる際はご注意ください。 

 

介五郎では、給付管理単位数と実際に請求する単位数の差異を容易に確認できるよう、明細集計画面

にて給付管理単位数と請求単位数の内訳を表示するようにしました。（明細集計の詳細については『2-2.

明細集計画面の改善』にて説明していますので、そちらをご参照ください。） 

 

（イメージ） 

 

 

  

【国保連に請求する単位数】 

①同一建物減算を適用する 

②大規模型は大規模型の単位数のまま 

【利用者の支給限度額から引かれる単位数】 

①同一建物減算を適用しない 

②大規模型は通常規模型の単位数 

通所系事業所 

限度額管理 

保険請求 
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①同一建物減算を適用した場合の請求単位数と給付単位数 

（例）要介護 5 で同一建物に居住する利用者（サービスコード「小規模多機能 25」）の単位数 

 

◆サービス事業所が実際に請求する単位数  【減算を適用する】24433 単位 

 

 

 

 

◆給付管理上の単位数  【減算を適用しない】27117 単位 

 

 

 

 

 

 

 

＜明細集計＞ 

 

各設定項目（関連項目のみ） 

項目名 説明 

単価 （ ）内の数字は給付管理上の単位数、（ ）外の数字はサービス事業所が実際に請求す

る単位数になります。 単位数 

限度内計 給付管理上の単位数の合計を表示します。 

単位数計 請求単位数の合計を表示します。 

 

 

 

  

24433 単位 

27117 単位 
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＜単位数の確認方法＞ 

 

① メインメニューの利用票予定入力をクリッ

クします。 

  

 

② 提供月を 4 月以降にして利用者を選択しま

す。 

  

 

③ 明細集計をクリックします。 

  

 

④ 明細集計表が表示されます。明細の（ ）内

の数字が給付管理上の単位数、（ ）外の数字

が請求単位数になります。 

 

  明細集計画面右下の「限度内計」は給付費請

求書に記載される単位数、「単位数計」は給

付管理上の単位数の合計になります。 
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明細集計の表示 

 同一建物減算のサービスコード（小規模多機能２〇）がある場合、明細集計画面では下記のように

表示されます。（明細集計の詳細な見方は『2-2.明細集計画面の改善』を参照ください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（ ）内の単位＝給付単位数（同建減算なしの基本報酬） 

（ ）なしの単位＝請求単位数（同建減算ありの基本報酬） 

限度内計＝給付単位数（同建減算なしの基本報酬） 

単位数計＝請求単位数（同建減算ありの基本報酬） 
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6. その他の変更 

 

■ 利用者別負担金集計表の様式変更 

 令和 3 年 4 月以降の利用者別負担金集計表に「給付管理単位数」欄を追加しました。実際の請求単位

数と給付管理上の単位数の差異を一覧でチェックしたい場合にご使用ください。 

 

【利用者別負担金集計表】 

［令和 3 年 3 月まで］ 

 

［令和 3 年 4 月以降］ 
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■ 年間帳票印刷のサービス別で出力できる帳票の集計項目追加 

 年間帳票印刷よりサービスコード別で集計できる帳票の集計項目に、処遇改善加算や中山間地域加算

などを追加しました。新たに追加される「令和 3 年 9 月 30 日までの上乗せ分」も集計します。 

 

【売上明細表（サービス別）】 

 

【売上推移表（サービス別）】 

 

【売上順位表（サービス別）】 
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【サービスコード指定をご活用ください】 

 「売上明細表（サービス別）」は特定のサービスコードのみを指定して抽出することもできます。

処遇改善加算分のみの年間売上を知りたい場合などにサービスコード指定をご活用ください。  
（例）通所介護処遇改善加算Ⅰ（サービスコード 15-6108）の年間売上を確認する場合 

  

 

 

 

 

 

POINT 

サービスコード欄に「156108」を入力 

して「売上明細表（サービス別）」を出力 

通所介護処遇改善加算Ⅰのみの集計表を出力 
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